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小特集　自然災害に対する家計の脆弱性と復元力

村落レベルの集計的ショックに対する家計の脆弱性

パキスタン農村部における自然災害の事例

黒　崎　卓

　村落内での相互保険では十分にカバーしきれない，ローカルな集計的リスクという性格を持つ自然

災害の家計へのインパクトについて，パキスタン農村部の2時点家計パネルデータを用いて定量的に

分析した．2時点問での家計消費変化が，村落レベルの洪水・早耳というショック，およびけが・病

気といった家計固有のショックに対してどう反応したかを，地域ごと・家計タイプごとに比較した結

果，すべてのタイプのショックを和らげる効果を農地所有や制度金融アクセスが持つことが判明した．

また，3種類の外生ショックに対する消費低下の度合いがどのように農地・金融アクセス以外の家計

属性ごとに異なるかは，ショックごとに違った様相を見せており，それを整合的に説明するには，信
用市場を通じた異時点間資源配分と，村落内での相互保険によるリスクシェアリングの両方の要素を

考慮する必要があることが示唆された．
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1．はじめに

　2010年の7月から8月にかけて，パキスタ
ンは未曾有の大洪水に見舞われた．「洪水は，

パキスタンの121県中84県，総人口の10分の
1に当たる2000万人以．しに被害をもたらした．

（中略）男女子供合わせて1700人以上が命を落

とし，少なくとも180万の住居が損壊した．」
（UN　2010：1）．

　この例に顕著に表れているように，途上国の

貧困問題を考える上で，災害などへの脆弱性に

十分な配慮を行う必要がある．途上国の貧困層

とは，単に平均の所得が低いだけでなく，いっ

たん自然災害等に見舞われるとその生活基盤を

失いやすい階層であるかもしれないからである．

このような問題意識に基づき，天候変動などの

外生ショックに対して，途上国の家計がどの程

度守られているかについての実証研究が近年積

み上げられてきた（Dercon　2005，　Fafchamps

2003）．外生ショックに対する家計の脆弱性の

指標も多数提唱されている（黒崎2009，Ch，7）．

　本稿は，自然災害への家計の脆弱性について

検討する事例として，パキスタン農村部の
2000年代前半の2時点家計パネルデータを用
いて，村落レベルの洪水と旱越に対して，どの

ような家計の消費がどのように脆弱であったか

を定量的に明らかにする．脆弱性は通常，将来

に向けた概念（forward－looking　concept）とされ

る（黒崎2009）．この点からすると本稿のアプ

ローチは，将来生じ得る自然災害の際にどのよ

うな地域や家計が生活水準の低下を余儀なくさ

れるかを明らかにするための材料として，過去

の生活水準の変化を分析するものと言える．分

析に用いたデータの時点では，2010年の大洪
水は予測できなかったが，そのような災害のイ

ンパクトを予測する上で，過去の事例が役に立

つと考えられる．途上国全般への含意という点

では，パキスタンの事例は，農業の土地生産性

はそれほど低いわけでないが，国民全体の所得

水準が非常に低く（世界銀行の分類では「低所

得途上国」），それにもまして教育などの人間開

発が遅れた経済における村落レベルの自然災害

に関する事例研究と位置づけられる．パキスタ

ンおよび隣国のインドの家計パネルデータを用

いた既存研究からは，農村居住世帯の多くが，

家計固有の（idiosyncratic）外生所得ショックの

影響を顕著に受けており，その意味で，完全な

リスクシェアリング（full　risk　sharing）の状態が

棄却されることが明らかになっている（Kurosa－

ki　2006a，　Kurosaki　2006b，　Kurosaki　2001，

Townsend　1994）．

　他方，研究が不十分なのが，村落レベルの集

計的なショックへの家計の対応である．澤田
（2010）に詳しく展望されているように，途上国

における自然災害やマクロショックの影響に関

する実証研究が近年増えており，とりわけ，こ

のようなショックであっても個別の家計に与え

る被害には家計固有の要素が多く含まれ．ること

に着目して，災害時やマクロショックの際にも

リスクシェアリングが機能するかどうかを検証

する研究の数が多い．また，集計的ショックに

対しては村落内だけでの対応には限界があるこ
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とから，このような災害が家計に結果的にもた

らした厚生損失の大きさを明らかにする研究も

見られる．同じローカルな集計的ショックを受

けても，家計ごとに厚生損失は異なっているこ

とが多いが，このことについての詳細な分析と，

そのような差異の背後にある経済メカニズムに

ついては，ほとんど明らかになっていない。

　そこで本稿は，村落レベルの集計的ショック

への家計消費の反応と，けが・病気といった家

計固有のショックに対する反応とが，地域ご

と・家計タイプごとにどのように異なるかに着

目することにより，このメカニズムに迫る．途

上国の低所得家計が不測の所得変動に対応する

ためのメカニズムとしては，大きく，クロスセ

クション方向にリスクを分散するリスクシェア

リングと，将来時点にショックを薄める異時点

間資源配分とが挙げられる（黒崎2009）．集計

的ショックと家計固有ショックそれぞれへの家

計の反応の違いに着目した実証戦略をとってい

る既存研究には，Asdrubali　and　Kim（2008）や

Morten（2010）などがあるが，前者は不完全な

消費平準化の理論との対応が明確でないこと，

後者は送金に着目した分析であることから，不

完全な消費平準化の理論モデルとの対応を明確

にして消費を分析する本稿とは区別される．

　以下，第2節では実証分析で用いる2時点家

計パネルデータを描写する．実証モデルと，そ

れによって不確実性下の家計消費の動学に関し

て考察するための分析枠組みを説明するのが第

3節である．第4節は，計量分析結果とその解
釈を示す．計量結果を整合的に説明するには，

信用市場を通じた即時点間資源配分と，村落内

での相互保険によるリスクシェアリングの両方

の要素を考慮する必要があるというのが，その

主な結論である．

2．データ

2．1パキスタン経済の特徴
　パキスタンは4州からなる連邦国家である．

本稿で取り上げるパンジャーブ州とスィンド州

は，残る2州よりも所得や教育水準などで見た

貧困度合いが低いが，州内の都市部・農村部問

格差，階層間格差の方が下問格差よりもはるか

に大きい（World　Bank　2002）．都市・農村問格

差は，パンジャーブ州よりスィンド州において

深刻で，スィンド州農村部はしばしば，封建的

な大地主の残存と彼らに従属する小作農の対比

で特徴づけられる．

　国民所得のセクター構成を見ると，農林水産

業がGDPに占める比率は2009／10年度1）で
21％ほどであり，低下したとはいえまだ高い．

雇用のセクター構成では，労働生産性が他部門

よりも低い農業部門の比率はさらに高まり，

2008年時点で45％程度である（Government　of
Pakistan，　various　issues）．農業部門・農村地域

に滞留している人口の貧困問題が深刻になる所

以である，農業は，米・綿花・メイズなどが主

作物で，雨期に当たるκ加7グと，小麦・豆類

などが主作物で，乾期に当たるRα腕の年2作

に分かれる．パキスタンは半乾燥地域から乾燥

地域に国土の多くが分布するため，用水路灌概

が発達しているが，それでも降雨量の変動や灌

概行政の混乱などの理由から，農作物の単収は

かなり変動する（Kurosaki　1998）．農家の多く

は，乳畜としての雌牛・雌水牛，肉畜としての

羊・山羊などからなる家畜を所有し，飼料作物

を作付けている．農業部門付加価値に占める畜

産部門のシェアは傾向的に上昇してきており，

2009／10年度には52％と，耕種部門よりも大

きくなっている．家畜は農家にとって最も重要

な資産でもある．

　連邦政府の統計局が継続的に行っている家計

調査の個票データを用いて，1998／99年度，

2001／02年度，2004／05年度，2005／06年度の

平均消費水準，不平等指標，貧困指標を計算す

ると（Kurosaki　2009），平均消費は当初の3年

間には減少したが，その後は上昇した．貧困者

比率の動きはこれと全く逆になる．不平等指標

を見ると，1998／99年度から2001／02年度にか

けては減少し，2001／02年度から2004／05年度

にかけては急上昇した．

2．2　PRHSパネルデータ

　統計局による家計調査の当期データは，調査

時ごとにサンプルを完全に入れ替えた，繰り返

し横断面（repeated　cross－section）データのため，

各家計に生じた動学的変化を見ることができな

い．マクロ全体では成長していても，個別には

消費水準が落ち込む家計などが存在することは，

小規模のパネルデータを用いてパキスタンにつ

いても明らかになっているが（Kurosaki　2006a，

Kurosaki　2006b），全国をカバーした標本数の

多いパネルデータによる検証が望ましい．

　そこで本稿では，パキスタン開発経済研究所

（Pakistan　Institute　of　Development　Ecorlo－

mics）と世界銀行が集めた2時点の農村家計パ

ネルデータである，PRHS（Pakistan　Rural
Household　Survey）の個票を用いる．第1回調
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表1．パキスタンPRHSパネルデータに見る消費の平均，貧困指標，不平等指標の推移
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1．消費の平均 2．貧困者上ヒ率 3，不平等指標

PRHS－I　PRHS－II　　PRHS－I　PRHS－II　　PRHS－I　PRHS－II
（2001）　　　（2004）　　　　　（2001）　　　（2004）　　　　　（2001）　　　（2004）

全パネルサンプル

パンジャーブ州北部

パンジャーブ州南部

スインド州

L465　　　　1．846　　　　　　0．372　　　　0．259

（0，029）　　（0．038）　　　　（0．O14）　　（0．013）

L848　　　　2．190　　　　　　0．196　　　　0．154

（0．064）　　（0．070）　　　　（0．020）　　（0．019）

1．546　　　　L886　　　　　　0．361　　　　0．267

（0．065）　　（0，099）　　　　（0．026）　　（0，024）

1．175　　　　1．617　　　　　　0．490　　　　0．318

（0．028）　　（0．043）　　　　（0，022）　　（0．021）

0．359　　　　0．425

（0．O12）　　（α013）

0．336　　　　0．394

（0．019）　　（0，022）

0．359　　　　0．461

（0．027）　　　（0．032）

0．305　　　　0．392

（0，015）　　　（0．016）

注）標本数1，609家計（うちパンジャーブ州北部510，パンジャーブ州南部419，スィンド州
680）．［消費の平均」の単位は，貧困線を1とするwelfare　ratioである，「不平等指標1はパ

　ラメータ3のAtkinson指標を用いた．「消費の平均1と「貧困者比率」に関しては通常の標
準誤差を，「不平等指標」に関しては抽出同数500のブートストラップ標準誤差を，かっこ

内に示す．すべての集計は，個人レベルでの平均・貧困指標・不平等指標となるようにウェ

　イト付けして計算した，

出所）　PRHS個票を用いて筆者計算（以下の表も同じ）．

査は2001年9月から2002年1月にかけて行わ
れ，調査前月の消費情報と，2000年K加7グ期

から2000／01年Rα屍期に対応した所得情報な

どが集められた．この調査はパキスタンの全4

州をカバーしたが，2004年8月から10月にか
けて行われ，た第2回調査（2003年κ肋〃期か

ら2003／04年1～α碗期に対応）では，治安等の

理由から，スィンド州とパンジャーブ州でのみ

再調査が行われた．全国をカバーしてはいない

が，比較的標本数が多く，多くの調査村2）を含

むパネルデータとして貴重な情報を提供してい
る．

　このPRHSパネルデータを用いて，農家に
よる自家生産食料消費分の帰属計算価値などを

加えて家計の月間総消費支出額を計算し，これ

をパキスタン政府が貧困指標計算の際に用いて

いる成人換算単位3）で測った世帯規模で除して，

1人当たり総消費とした．これを，インフレー

ションと物価の地域問格差をコントロールした

実質値とするために，パキスタン政府の公式貧
困線4）にて除した比率（welfare　ratio）を，消費

の指標として用いる．世帯ガのオ期における

welfare　ratioをα，とあらわす．　PRHSそれぞ

れの期において，α，≧1となる世帯に属する人

口が非貧困者，臨く1となる世帯に属する人口

が貧困者となる．

　PRHSパネルデータから，データの欠損が著
しい標本や主要変数の異常値を取り除き，2期

ともデータが取れた家計は，パンジャーブ州か

ら929，スィンド州から680の計1，609標本で

あった．第1回調査の両州における有効標本数

は1，874だったので，パネルデータとしての脱

落率（attrition　ratio）は約14％となる。第2回

調査で抜け落ちた標本は，そうでない標本に比

べて，世帯構成などは似通っているが，第1回

調査での消費水準が低いな

ど，ランダムな抜け落ちと

みなすことは難しい
（Kurosaki　2009）．したが

って，本稿の以下の分析に

おいては，パネル情報を集

めることができたという条

件つきのサンプルを用いて

いることに留意することが

必要となる．自然災害の家

計へのインパクトを分析す

るという観点からは，災害

によって消滅あるいは再調

査不可能になった家計が抜

け落ちていることから，代表的サンプルへの影

響よりも災害の負の影響が弱めに出てしまいと

いう限界を，本稿の分析は有している．

　表1は，このパネルデータに含まれる変数
α，を，各時点の平均，貧困者比率，Atkinson

（！970）の不平等指標に集計したものである．パ

ンジャーブ州は南部と北部で開発の度合いに差

が見られるため，2つに分けて5），計3つの地

域ごとにも集計した．第1回調査（2001年）と

第2回調査（2004年）の問の変化は，統計局に

よる全国家計調査での2001／02年度から2004／

05年度にかけての変化と，定性的にほぼ同じ

である．すなわち，2001年から2004年にかけ
て貧困指標は減少し，不平等指標は上昇した．

地域別の消費水準はパンジャーブ州北部でもっ

とも高く，同州南部，スィンド州という順位，

貧困指標の順位はこの逆となる．

2．3　家計レベルの貧困推移

　パネルデータの利点を生かすべく，標本家計

の消費水準が貧困線を下回っていた（α，〈1）か

どうかで，家計のステータスを二分し，貧困の

ミクロレベルの推移を見たのが表2である．計

1，609家計中，2期とも貧困線を下回っていた

「常時貧困家計」は182，2期とも貧困線以上だ

った家計は909である．注目すべきは，第1回

調査時に貧困線以上だったにもかかわらず，第

2回調査時の消費水準は貧困線を下回ってしま

った家計が176あり，遷移確率で言うと162％

にも達していることである．この2時点間で平

均の消費水準は上昇し貧困指標は減少している

ため，つい，それまでの貧困家計の一部が貧困

線以一ヒに達し，非貧困家計はそのまま貧困線以

上であるかのような誤解をしがちであるが，パ

ネルデータを用いることにより，マクロレベル
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表2．家計レベルの貧困推移（パキスタンPRHSデータ，2001－2004）

PRHS－II（2004）での消費水準

PRIIS－1（2001）での消費水準　貧困線未満　貧困線以上　　計

全パネルサンプル

標本家計数

　貧困線未満
　貧困線以上

　計
推移確率（％）

　貧困線未満
　貧困線以上

182

176

358

7
2

4
ム
6
3
1

342

909

1251

524

1，085

1，609

65．3　　　　　100．0

838　　　　　100．0

地域別の推移確率（％）

パンジャーブ州北部

　貧困線未満
　貧困線以上
パンジャーブ州南部

　貧困線未満
　貧困線以一ヒ

　スインド州

　貧困線未満
　貧困線以上

0
0
9

1
∩
コ

3

に
」
3

8
ρ
0
3
1
O
r
D

4
3

3
0
乙

68．2　　　　　100．0

90．1　　　　　100，0

61．5　　　　　100，0

83．7　　　　　100．0

66，0　　　100D
76．5　　　　　100．0

で経済が成長している時でも，困窮化を経験す

る人口が相当数存在することが分かる6＞．

　困窮化，すなわち第！回調査時に貧困線以上

だったにもかかわらず，第2回調査時の消費水

準は貧困線を下回ってしまう遷移確率を，脆弱

性の1つの指標として考えた場合，スィンド州

でその値は最も高く，23．5％となっており，こ

れにパンジャーブ州南部（16．3％）が続き，同州

北部が最も低い（99％）．3地域の脆弱性の順位

を，同じパネルデータに他の指標を適用して推

計しても，ほぼ同様な結果が得られる（Arif
and　Bilquees　2008，　Kurosaki　2009）．すなわち，

PRHSパネルデータの例では，平均の消費水準
が低い地域ほど，困窮化の可能性も高いという

意味で脆弱であることが示唆される．この困窮

化の一因として，病気やけがなど家計固有のシ

ョック，洪水・旱魎など村落レベルの災害が考

えられる．

　第2回PRHSの村落調査データから，村落
レベルの自然災害状況を示す変数が得られる．

これらはすべて，農業面への被害を5つのレベ

ルで表したものである：0（作物被害なし），1

（軽度の被害＝10％以下の生産減），2（中度の

被害：10－25％の生産減），3（重度の被害：25－

50％の生産減），4（災害：50％以上の生産減）．

洪水・旱魅・病虫害の3つの集計的ショックに

関し，第2回調査の農業調査対象年度までの8

作期（2000年κ勿〃から2003／04年Rα配ま
で）の情報が得られるので，計24の変数となる．

ただし各期における旱越被害と病虫害の変数は

相関が高いため，本稿の分析からは病虫害の変

数を外し，相関の低い洪水と旱魅の2災害のみ

を対象とする7）．

　早魅と洪水の被害分布を3地域別に示し

たのが表3である．早魅の方が頻繁に生じ，

3地域とも似た頻度で被害に遭っている．

洪水被害はパンジャーブ州北部で8作期の

問に報告されないなど頻度が低く，スィン

ド州に被害が集中している．村落レベルで

報告されているとはいえ，洪水や早越は地

理的に広範囲で生じている可能性があるた

め，94の標本村の被害がどれほど空間的

に相関しているかチェックしたところ，予

想以上に低かった．したがって，村落レベ

ルの所得ショックの代理変数としてこれら

を用いることが正当化されると判断した8）．

　PRHSの第2回調査では残念ながら，家
計固有のショックに関する情報があまり集

められていない．利用可能な情報として，

通常の経済活動が不可能になり通院を余儀なく

されるような病気やけがが世帯員に生じたかど

うかに関するダミー変数を用いる．全体の約

7％の家計においてこのダミー変数は1の値を
とった．

3．分析枠組み

3．1実証モデル
　表2のように家計の消費水準を貧困線によっ

て二分する分析は，貧困線をまたがずに生じた

生活水準の変動を無視してしまうという問題が

ある．たとえ2時点とも貧困線以上の消費水準

だったとしても，それほど大きく貧困線を上回

っているわけではない家計に生じた大きな消費

の変動は，重大な脆弱性と考えるべきであろう．

2時点とも貧困線を下回った家計の中にも，2
時点とも貧困線をわずかに下回ったまま消費が

安定していた家計と，生存すら危ういような消

費水準の低下を経験した家計とは分けて考える

べきであろう．そこで，この2時点パネルデー

タを用いて，洪水・早越といった村落レベルの

ショックに対して，家計消費がどのように脆弱

だったかを定量的に分析するためのモデルとし

て，次のクロスセクション実証モデルを推定す

る：

　　△lnα＝X、fδ。＋2》X2ゴろ1＋Z「ガX2ゴろ2＋εゴ，（1）

ただし△lnの＝ln　Of一1nα，，一1，　X1∫は’一1期に

おける各種資産や所得源，教育水準や世帯構成

など家計の初期属性のベクトル（3地域のダミ

ーを含む），X2歪はその部分集合，乙は家計が

が属する村落刀において’一1期からオ期の問に

生じた洪水・旱魅ショック，乙は同時期に家
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∂1の推定が，

本稿のメインの
0　　　1　　　2　　　3 4 0 1　　2　　3　　4　　実証作業である．

早魅，2003／04年度 ベクトル．X’?ﾉ
パンジャーブ州北部　　47．1　　7．1　　9．5　36．3

pンジャーブ州南部　　0．0　34．1　41．4　24．4

0．0

O．0

47．9

S．8
、1：lll：1搦11：13地域の固定効

スィンド州　　　　　　　　61．7　　　4．4　　10．3　　15．6 8．2 815 54　a7　2g　a5　果が含まれてい
早魑，2002／03年度

pンジャーブ州北部　　54．4　　7．1　　6，4　32．2 0．0 508
　　　　　　　　　　ることに明らか7．1　　　　　3．0　　　　35．7　　　　　3．3

パンジャーブ州南部　　8．7　37．6　16．4　37，3 0．0 8．5 3α2　56．3　　51　　α0　なように，どの

スィンド州　　　　　　　　84．0　　　0．0　　　4．8　　　7．5 3．7 76．7 a7　a6　41　59　ような家計がど
早舷，2001／02年度

pンジャーブ州北部　　50．8　　7．1　　3．0　35．7 3．3 47．7

　　　　　　　　　　のように村落レ7．1　　　　　9．5　　　　35．7　　　　　0．0

パンジャーブ州南部　　22．6　659　　7．3　　4．2 0．0 29．3 5α5　2α3　α0　α0　ベルのショック
スィンド州　　　　　　　　79，2　　　7．0　　　47　　　2，0 7ユ 79．7 2・5　3・7　2D　121　に対して脆弱か
旱越，2000／01年度

pンジャーブ州北部　　85，0　　0，0　　0．O　　l5．0 0．0 85．0

　　　　　　　　　　の識別は，洪水OD　　　　　O．0　　　　15．0　　　　　0．0

パンジャーブ州南部　100，0　　0D　　O，0　　0D 0．0 100．0 α0　α0　α0　α0　被害および早
スィンド州　　　　　　　　89，8　　　5，I　　　l，1　　　2D 2．0 89．8 51　1．1　20　ao　魎被害の地域
洪水，2003／04年度 内・村落問変動
パンジャーブ州北部　　100D　　　O，0　　0．0　　0．0

pンジャーブ州南部　100．0　　0．0　　0．0　　0、0

0．0

O．0

100．0

P00．0
1：ll：ll：ll：1（with腔9㎞

スィ　ンド州　　　　　　　　　94．3　　　0．0　　　0．0　　　0．0 5．7 72．1 5．7　　4．0　　3．9　142　and　betwee恥viL
洪水，2002／03年度

pンジャーブ州北部　　100．0　　0．0　　0．0　　（／0

pンジャーブ州南部　／00、0　　0、0　　0、0　　0．0

0．0

O．0

100．0

X0．7

　　　　　　　　　　lage　VariatiOn）
P：ll：ll：ll：1に拠。ている．

スィンド州　　　　　　　　　69ユ　　　8．0　　　4．5　　　6．5 11．9 84．9 α0　28　24　99　　他方（1）式の
洪水，2001／02年度

パラメータ∂2
パンジャーブ州北部　100．0　　0．0　　0．0　　0．0

pンジャーブ州．南部　　100，0　　0，0　　0，0　　0，0

0．0

O．0

100．0

X58
0．0　0．0　0．0　0．0
S2　α0　α0　α0　は，家計固有の

スィンド州　　　　　　　　87．1　　　0、0　　　0．0　　　5．1 7．7 91．2 α0　23　1・1　54　ショックに対し
洪水，2000／01年度

pンジャーブ州北部　　100．0　　0．0　　0．0　　0．0 0．0 100．0

　　　　　　　　　　て消費がどう反0．0　0．0　0．0　0．0

パンジャーブ州南部　100，0　　0，0　　0，0　　0，0 0．0 100．0 α0　α0　α0　α0　応ずるかを示す
スィンド州　　　　　　　　98．9　　　0．0　　　0．0　　　1，1 α0 989 α0　α0　1，1　α0　もので，「消費
注）　標本数＝1，609．解被害指数は，0（作物被害なし），1（軽度の被害一10％以下の生産減），2（中言の被害一 の過度の反応」
10－25％の生産減），3重度の被害一25－50％の生産減），

vは100％である，

4（災害＝50％以上の生産減）と定義され，各頻度の合
@　　　　　　　　　　　　　　　　　（eXCeSS　SenSitiV一

ity　of　consump一

計かに生じた家計固有の健康ショック，∂o， ∂1， tion）として，完全なリスクシェアリングの検

∂2が推定すべきパラメータのベクトル，εfが平 定という文脈で重視されてきた（Townsend
均ゼロの誤差項である． 1994）． 同時にこれは，保険可能な負のショッ

X2でに切片のみが含まれる場合には，パラメ ク に対してどのくらい家計の消費が落ち込むか

一回ろ1は，洪水のインパクトに関する二重差 を示すこ とから，家計レベルの脆弱性を示す一

分（double　difference）係数となる9）．このパラ 指標として，途上国の多くの事例で詳しく分析

メータは，洪水（または旱魅）が村に生じた場合 されてきた（例えばKurosaki　2006a，　Skou且as

に，家計の消費水準が平均でどれほど変化する and　Quisumbing　2005，　Amin　6’α∠2003）．本稿

かを示すため，負の係数が予測される．x2ゴに の実証分析では，データに乙に対応する変数
前節で使った3地域ダミーを用いることで， 村 がほとんど含まれないため，パラメータ∂2に

落レベルのショックへの脆弱性が地域ごとにど ついて詳しく検討することは試みない．定義に

のように異なるかが明らかになる．X2，に家計 より島とZ。は直交するから，パラメータろ、

の資産を含め，その係数が統計的にプラスなら を正確に推定するという目的からは，島の項
ば，そのような資産を持つ家計は，村落レベル を入れる必然性はなく，誤差項qに入れてし
のショックが生じてもその影響が小さいことが まってもかまわない．実際島X2訪項を抜い
示唆される．すなわちパラメータδ1の大きさ た推定結果は，パラメータろ。と∂1に関して，

とそのシフターを明らかにすることにより， ど （1）式の推定結果とほとんど同じものであった．

のような家計がどのように村落レベルのショッ にもかかわらず乙X2∫ろ2項を含めるのは，

クに対して脆弱かが明らかになる．したがって X2fの諸変数の交差項が，パラメータδ、と∂2
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それぞれでどのような係数を持つかを比較する

こと，いわば四重差分（quadruple　difference）

を考慮することによりlo），同じローカルな集計

的ショックを受けても家計ごとに消費低下の度

合いが異なっていることの背後にある経済メカ

ニズムについて，多くの示唆を得ることができ

るためである．もう少し説明しよう．

3．2不確実三下の家計モデルによる解釈

　標本家計の所得勧は定常的であり，非確率

的所得ザと，村落レベルでの集計的ショック

によって変動する一時的所得ザ，家計固有の

一時的所得媛の3者の和であり，ザと擁は
系列相関なしという非常に単純なモデルを考え

る．．Z。はジを定率で上下させ，乙は冨を定

率で上下させるものとする．途上国の低所得家

計が不測の所得変動に対応するための代表的メ

カニズムとして，農村内部でクロスセクション

方向にリスクを分散するリスクシェアリング
（Towrlsend　1994，　Kurosaki　200！，　Ligon　1994，

Ligon　6’磁2002）と，将来時点にショックを薄

める異時点問資源配分のための利子率外生の農

村外部信用市場の利用（Zeldes　1989，　Deaton

1991，1992）という2つのみを考える．

　家計タイプAとタイプBそれぞれの家計に
おける実証モデルのろ1と∂2を，上付き文字4

とBとで示し，房と∂ρ，房とぽに関して実

証的に検証可能な関係を考えよう．乙も乙も
負のショックを示すダミー変数なので，消費平

準化が不完全であればδ、やろ2は負の値をとる．

Kurosaki（2011）に示すように，この単純なモ

デルから，次の関係が生じやすいことが示され
る．

　第1に，家計AとB双方が何の消費平準化
の手段も持たない，すなわち，リスクシェアリ

ングのネットワーク外におり，貯蔵も含めて全

く異心点語資源配分手段を持たない場合，

尻＝耀く0，房＝房く0でかつその絶対値がか

なり大きくなる．Hand－to－lnouth　economyに

おいては，一時的所得の変動が，両タイプの家

計においてそのまま1対1で消費の変動に反映

されるからである，

　第2に，家計AとB双方が異時点問資源配
分手段を持たないが，完全なリスクシェアリン

グのネットワーク内におり，リスク選好が同質

である場合，または，家計AとBの少なくと
もどちらかが完全な外部信用市場へのアクセス

を持ち，両者が完全なリスクシェアリングのネ

ットワークを形成していて，両者のリスク選好

が異質な場合，尻＝ろf＜0，房＝躍＝0となる．

これは，完全なリスクシェアリングにより家計

固有のショックが完壁に保険される半面，村落

レベルの集計的ショックは異時点問方向にしか

平準化できないために消費平準化が完全ではな

くなること，その集計的ショックの変動がリス

クシェアリング構成員に平等に負担されること

を意味している．

　第3に，家計AとB双方が異時点問資源配
分手段を持たず，両者が完全なリスクシェアリ

ングのネットワークを形成していて，両者のリ

スク選好が異質な場合，尻く虎く0，房＝ば＝0

となる．完全なリスクシェアリングにより家計

固有のショックが完壁に保険される点では第2

のケースと同一であるが，村落レベルの集計的

ショックの負担は，よりリスク回避的な家計B

に対して小さく，相対的にリスク愛好的な家計

Aに対して大きくなる．

　第4に，家計AとB双方がリスクシェアリ
ングのネットワーク外にいるが，両者とも外部

信用市場へのアクセスを持ち，利子率や流動性

制約の強さなどの点で同質な場合，尻＝砕く0，

房＝画く0となる．これは第1のケースと定性

的には同じであるが，異時点方向に消費が平準

化されるため，係数の絶対値が非常に小さいと

いう意味で第1のケースと異なる．

　第5に，第4のケースの変形として，家計
AとB双方がリスクシェアリングのネットワ
ーク外にいて，両者とも外部信用市場へのアク

セスを持つが，異なる利子率や異なる流動性制

約に直面する場合，尻くろf〈0，魔く躍く0と

なる．家計Aがより高い借入利子率ないし高

い流動性制約に直面する家計，家計Bがより
安価な借入利子率に直面する家計である．

　ただし以上の各パラメータの関係に関する等

式・不等式は，必要条件であって，必要十分条

件ではない．私的情報（Ligon　1998），不完全な

コミットメント（Ligon訂α乙2002）など，　リス

クシェアリングが不完全となるモデルは多様で

あり，それらの定式化，とりわけ信用市場との

共存をどのようにモデル化するかいかんで異な

った十分条件が導出されるからである（Kurosa－

ki　2011）．必要十分条件への厳密化は今後の課

題としたいがll），とりわけ限界となるのは，外

生ショックのZ。や乙が個別の家計に与える所

得ダメージが定率でない場合にも，尻と疏，

房と硬が異なるという推定結果が生まれる可

能性であろう．この点については，実際の実証

結果が，外生ショックのインパクトの家計三差
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表4．回帰分析に用いた変数の定義と主要統計量

変数名 定義（単位） 平均　標準偏差　最：小値　最大値

被説明変数

　dlnc

説明変数1

　1andacre

　liVSlrg

　livssml

　assets

　nfe＿perm

　nfe　casl

　remit

対数消費のPRHS－1とPRHS－IIでの差分．消費は，　　0．175
耐久消費財支出，家賃，医療費を除く家計消費総額の
1人当たり実質値（welfare　ratio）．

家計レベルの変数（初期属性と家計固有の健康ショック）

cc＿fml

cc＿inf

head＿age

head　sch

head　fem
femratio

depratio

popwtl

health　shock

説明変数：

　drought

且ood

家計所有農地面積（acres），

家計が所有する大家畜頭数．

家計が所有する羊・山羊頭数．

耐久消費財・乗物・家屋などその他資産総額（1000Rs．）

世帯員のうち非農業の常雇者人数

世帯員のうち非農業の目雇者人．

非同居家族から2003／04年度に出稼ぎ送金を受け取っ
た場合のダミー．

フォーマル金融機関の信用制約ダミー，＃

インフォーマル金融の信用制約ダミー．＃

世帯主の年齢．

世帯主の教育水準（修学年数）．

．女性世帯主ダミー．

世帯員数に占める女性比率．

世帯員数に占める従属人口［15歳未満または61歳以
上］の比率，

世帯員数
PRHS－1とPRHS－IIの問に世帯員が労働できず，か
つ通院を余儀なくされるような健康ショックに見舞わ
れた場合のダミー．

村落レベルの生産ショック

0，611　　－1．761　　　2．314

4．947　　　　11．679

2．496　　　　　3．019

L816　　　　　3．935

20．000　　　　56．992

0．239　　　　　0．561

0．429　　　　　0742

0．055

0．682

0．101

47，639

2．791

0．018

0．482

0．476

8．957

0，071

過去2年［2002／03－2003／04農業年度］の早舷被害指　　0279
数蟻の平均，

過去2年［2002／03－2003／04農業年度］の洪水被害指　　0．076
数躍の平均．

14．283

3．849

0．143

0．186

4．443

0．281

0．161

0　　102
0　　　21

0　　　50

0　　200／

0　　　　5

0　　　4
0　　　　1

0
0
4
0
0
0
0

　
　
1

1
0
0

ー
ユ
9
1
1
1
1

　
　
9
2

ワ
自
1

4

1

0　　0．938

注　（1）回帰分析で用いるサブサンプルは，2時点間での世帯員構成の変化が4人以上という世帯構成激変世帯と，どちら

　かの時点で消費（welfare　ratio）が4を超えた家計を除外したため，この表での標本数は1．293である（ただしデータ欠

　損のため，cc－fm1とcc＿infの標本数は1290，　head＿schの標本数は1243），

　（2）平均および標準偏差は，PRIIS一工の世帯員数でウェイト付けしてあるため，個人レベルの平均（標準偏差）と解釈で

　きる．

　（3）すべての家計レベルの変数は，“’remit”と“health＿shock”を除き，　PRHS－1データから取られている，

　＃フォーマル（ないしインフォーマル）金融からの借入の必要があり，かつ，その借入要望が受け入れられなかった

　場介，ないし，借入の必要があったが抵当不足・保正人不在等の理由で借入要望を出すことをあきらめた場合に，1と

　なるダミー変数である．

　ホ表3の被害指数を，対応時期の4作期に関して合計し，16で除した値．

異で説明した方が自然か，リスクシェアリング

および信用アクセスの差で説明した方が自然か

を考察することで対応する．

4．村落レベルのショックに対する消費の

　感応度

4，1　回帰分析に用いる変数

　本稿の目的は，貧困削減の文脈において家計

レベルの消費がどのように外生ショックに対し

て脆弱かを分析することである．そこで回帰分

析の際には，2時点問での世帯員構成の変化が

4人以上という世帯構成激変世帯と，どちらか

の時点で砺が4を超えていた富裕世帯を除外
した．これによって標本数は1293となった．

被説明変数の消費を計算するに当たっては，家

計固有の健康ショックとの内生性の問題を考慮

して，医療費を抜いて再計算した．

　（1）式のベクトル♪動は，どのようなタイプ

の家計が，2時点間での消費低下を経験したか

を明らかにしている点で，ある種の脆弱性を表

している．同様の分析を行っている既存研究に

Jalan　and　Ravallion（1999），　Glewwe　and　Hall

（1998）などがある．ただしX1ゴ∂o項がとらえる

消費変化には，家計に予測されていた計画的な

消費変化も含まれてしまい，本稿の分析では不

測の消費変化と区別できない．そこで本稿では，

X1ゴ∂o項は単に消費変化と家計初期条件とを相

関づけたものとしてのみ理解し，脆弱性として

は解釈しない．実際の推定作業におけるX、，は，

物的資産所有（農地，家畜，耐久消費財や車両

などの資産），所得源（世帯内の非農業就業者数，

出稼ぎ送金をその家計に送る親族の有無など），

信用へのアクセス，世帯の年齢性別構成，世帯

主の年齢，性別，教育水準を用いた12）．表4に，

推定に用いた家計レベルの変数16個（X1ゴに含

まれるもの15と，家計固有の健康ショック
Z∂の描写統計量を示す．

　表3に示した16の洪水・旱魅変数をそのま
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ま実証モデルのZ。ベクトルに用いた場合には

意味のある推定結果が得られなかったため，さ

まざまな集計を試みた．本稿で主に報告するの

は，2002／03年度と2003／04年度の2年間（4作

期）についての単純平均を，洪水・早島別々に

計算した2変数を用いた推定結果である．この

定式化は，PRHS第2回調査の消費が2004年
の8－！0月の値を集めているから，2002／03－

2003／04年度の農業ショックが与える影響が最

も深刻という考えに基づいている．他の定義に

対する頑健性も確認したが，推定結果に大きな

変化はなかった（後述）．

　村落レベルのショックZF。および家計固有の

健康ショック乙との交差項に用いるX2ゴベク

トルについては，当初，Xhと同じものを試し
たが，自由度が下がり，有効な分析結果を得ら

れなかった．そこで，Kurosaki（2009）におい

て家計の貧困・脆弱性との相関が検出された諸

変数7つにあらかじめ絞った．

4．2　推定結果

〈消費の感応度〉

　交差項を全く含まない定式化（表5のi），地

域ダミーとの交差項のみを含む定式化（表5の
ii）の推定結果について，　x、ゼ∂。項のうち家計の

初期属性に関するものを見ると，5つの変数，

すなわち農地所有（負），小規模家畜所有数（負），

世帯員のうち恒常的非農業従事者の数（正），送

金ダミー（正），従属員比率（正）が統計的に有意

であった．すなわち，2時点間の消費増加の度

合いは，農業よりも非農業に所得源をより強く

依存した家計において，相対的に大きかったこ

とが分かる．従属員比率の正の係数は，子供の

多い家族ではその成長につれて消費ニーズが高

まっていったことを反映していると考えられる．

これら5つ以外の変数は統計的に有意でなかっ

た．信用制約の変数は，理論（Deaton　1991）の

要請通りにプラスだったが，その係数は小さく，

経済的にも統計的にも有意でなかった．以上の

関係は，より交差項を増やした定式化でも頑健

に観察されたため，これ以降，パラメータ∂o

の推定値を省略する．

　交差項を全く含まない定式化（i）では，3つ

の外生ショック変数は，予想通り負の係数を示

しているが，統計的に有意なのは洪水被害だけ

である．農作物被害が50％を超える洪水災害
に村が襲われた場合の消費水準の低下は，37％
程度（1－exp（一〇．4654）＝0．3721）という顕著な

ものである．他方，早魅や健康ショックの場合，

その負の係数の絶対値は小さく，統計的に有意

でないということは，一定程度の保険や消費平

準化が機能していることをうかがわせる．

　面面・健康ショックと洪水に関するコントラ

ストは，地域内での保険可能性という点で理解

可能なように思われる．健康ショックは家計固

有なので，村落内での保険が理論的に容易であ

る．早越ショックは健康ショックより集計的な

ショックであるが，頻繁に玉壷を経験した村人

は，村落問・地域内の何らかの相互扶助などの

制度的対応を確立している可能性が強い．他方

洪水は，村落間の運輸・通信を妨げるため，そ

のような制度的対応が機能しないと思われる．

この解釈の是非を考察するため，交差項を入れ

た定式化の推定結果を見ていこう．

　地域ダミーとの交差項を含むモデル（ii）の推

定結果は，スィンド州の洪水被害のみが統計的

に有意な係数を示している．ただしパンジャー

ブ州南部の洪水被害の係数はスィンド州よりも

絶対値が大きく，頻度がたまたま低かったため

に統計的に有意でなかった可能性が強い．F
検定結果によると地域ごとの差異は統計的に有

意でない．そこで以下の交差項を入れた分析で

は，家計属性との交差項のみを用いる．

　表5の定式化（iii）は，3つのショック変数と

7つの家計属性との交差噛すべてを入れた推定

結果，定式化（iv）ではこれら28の交差項のう

ち統計的に有意でないものを落とした推定結果

である13）．各家計属性間での外生ショックのイ

ンパクトに関する係数が同一であるという帰無

仮説は1％水準で棄却されており，自然災害や

健康ショックに対する反応度合は家計タイプご

とに異質であることが示唆される．統計的に有

意なろ1に関して，リスクシェアリングと異時

点問資源再配分の両方のメカニズムを視野に入

れて見ていこう．

　まず所有農地（landacre）は，3つのショック

すべてとの交差項がプラスの係数を持ち，統計

的にも有意である．すなわち農地をたくさん持

っている家計においては，主面や洪水の被害が

緩和され，健康ショックの被害も緩和される．

集計ショックと個別ショックそれぞれで定性的

に同じ方向での差が検出されていることから，

農地の所有は家計の信用アクセスを改善し，異

時点問資源再配分を個別に行う効率性を高めて

いると解釈できる．農地はパキスタン農村にお

いて最も重要な資産であり，その有無が信用ア

クセスにおいては決定的であるという定説と，

整合的な推定結果と言える14）．農地を多く所有
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被説明変数：dlnc（対数消費の差分）

説明変数 （i）交差項ない定式化
（D地域ダミーとの交差
項のみを含む定式化

地域固定効果

　切片
SouthPunjab

Sindh．

家計の初期属性
landacre

livslrg

livssml

assets

nfe＿perm

nfe　casl

remit

cc　fml
cc二i。f

head＿age

head　sch
head＝f，m

femratio

depratio

popwt1

村落レベルのショック
drought

droughビNorth．　Punjab

drought＊South．　Punjab

drought傘Sindh

且ood

flood窄South．　Punjab

且ood＊Sindh

家計固有のショック

health　shock

health＿shock掌North，　Punjab

health＿shock亭South．　Punjab

health　shock＊Sindh

0．0555　　　　（0、I123）

一〇，1097摩率　　（0，0474）

0．2321康離奉　（0．0508）

一〇．0062傘察　　（0．0025）

一〇．0041　　　（0．0068）

一〇，0126帥　（0．0063）

0．0003　　　　（0．0002）

0．0884脚　　　（0．0347）

0．0077　　　　（0．0254）

0．1223＊　　　（0．0726）

0．0394　　　　（0．0418）

0．0741　　　　（0．0594）

0，0016　　　（0，0013）

0．0032　　　　（0，0051）

一〇，0198　　　（0．1099）

一〇，1597　　　（0ユ230）

0，2561寧輯　　（0．0944）

一〇．0054　　　　（α0060）

一〇．0081　　　（0．0655）

一〇．4654艸寧　（0．14！0）

一〇，0878　　　（0．0605）

0．0532

－0．2412傘＊

0．2544＊牌

一〇．0058索＊

一〇．0030

－0，0123廓

0．0002

0．0871掌率

0．0094

0．1238ホ

0．0372

0．0744

0，0015

0，0027

－0，0140

－0．1550

02501榊寧

一〇DO59

0．0193

0．3164

－0．1428

（0ユ145）

（0．1033）

（0．0626）

（0．0024）

（0．0068）

（0．0064）

（0．0002）

（0，0351）

（0．0257）

（0．0734）

（0．0420）

（0、0596）

（0．0013）

（0．0051）

（0．1ユ22）

（0．1230）

（0．0947）

（0．0060）

（0．0926）

（0．1970）

（0．1069）

一1．0140　　　　（09604）

一〇．42868纏　　（0．1450）

一〇．1028

－0，0886

－0．0605

（0．1151）

（0．0939）

（0．0980）

F一統計量（zero　slopes）＃

F一統計量（homogenous　impact）＃

R2

4．46瞬窄

0．090

376榊
0．90

0．093

注　（1）標本数は1，241（’head＿sch”変数が欠如しているサンプルなどが落ちたため）．（2）

　lil：帯員数をウェイトにした最小二乗法にて推定，かっこ内はHuber－White　robust標準

誤差を示す．（3）統計的有意水準を，UO％，柳5％，榊1％にて示す．

　＃　「F統計量（zero　slopes）」は，切片以外のすべての係数がゼロという帰無仮説に対

応したF値で，帰無仮説の下では，定式化（i）でF（20，1220），定式化（ii）でF（25，1215），

定式化（111）でF（41，1199），定式化（iv）でF（27．1213）の分布となる，　rF一統計量（homo－

genous　irnpact）」は，定式化（1）を帰無仮説とした各定式化の検定のためのF値で，帰
山仮説の．ドでは，定式化（h）でF（5，1215），定式化（iii）でF（21，1199），定式化（iv）でF（7，

／213）の分布となる．

している場合，早越や洪水が所得に与えるイン

パクトは強いはずであるから，外生ショックが

個別家計に与える所得ダメージの差としてこの

推定結果を解釈することはできない．

　制度金融への信用制約ダミー（cc　fml）もまた，

3つのショック変数の交差項の係数が一貫して

負で，うち健康ショックについては統計的にも

有意である．すなわち制度金融へのアクセスは，

異時点問資源再配分を各家計が行う効率性を高

めることから，ショックの被害を緩和すると思

われる．制度金融が健康ショックの被害を緩和

する点に関しては，Shimamura　and　Lastarria一

Cornhie1（2010）によるマラウイ

でのマイクロファイナンスの分

析結果でも報告されている151．

　信用アクセスという面からは

説明しにくいのが，世帯主の教

育と年齢，そして従属員比率で

ある．旱魅と洪水の被害は，教

育水準の高い世帯主，より高齢

の世帯主，従属員比率の低い家

計（多くの世帯員が働いている

家計）においてむしろ大きくな

っている．信用市場という観点

からは，これらの属性はむしろ

アクセスを容易にするはずであ

る．しかしこれらの変数は，健

康ショックの被害を大きくも小

さくもしない．完全なリスクシ

ェアリングの考え方によって理

解すれば，リスク回避度が相対

的に低い（消費を変動すること

の厚生コストが村落内で相対的

に低い）家計がこれらの属性を

持つ家計なので，彼らが，集計

リスクをより多く負担し，消費

変動の厚生コストが相対的に高

い家計に対する保険者として機

能していると解釈できる．ある

いは，早魅と洪水の村落レベル

で生じたショックが個別家計に

与える所得ダメージは，教育水

準の高い世帯主，より高齢の世

帯主，多くの世帯員が働いてい

る家計において小さい可能性も

考えられる．

　出稼ぎ送金を受けているダミ

ー（remit）の交差項の係数は，

被害を緩和するような正の係数

を期待したが16），統計的に有意な結果は得られ

なかった．その理由としては計測誤差の可能性

がある．表4にあるように，X1∫に含まれる諸

変数のうち，この変数のみがPRHS第1回調
査でなく，第2回調査に基づくため，逆の因果

関係，すなわち自然災害の被害を受けたために

送金を受けることになり，その送金をもってし

ても所得落ち込みの被害を賄えない場合の負の

係数と相殺した可能性である．

〈推定結果の頑健性〉

　表5の分析結果は，定式化や変数の定義，推
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表5．村落レベルのショックに対する消費の感応度（続き）

被説明変数：dlnc（対数消費の差分）

説明変数
（iii）家計属性の交差項す　（iv）統計的に有意でない

　べてを含む定式化　　交差項を外した定式化

地域固定効果3変数
家計の初期属性15変数

（Yes）

（Yes）

村落レベルのショックと家計初期属性の交差項
drought

droughゼlandacre

drought客nfe＿perm

droし1ght掌remit

droughゼcc＿frnl

drought躍head＿age

drought寧head＿sch

drought鵬depratio
flood

flood寧landacre

flood鵬nfe＿perm

flood寧remit

flood窟cc　fml

nood’head－age

flood串head　sch

nood掌depratio

0．0986　　　　（02936）

0．0119　　　（0，0075）

一〇．0187　　　　（0．1232）

一〇，3490　　　　（02627）

一〇．1979　　　　（0．ユ435）

一〇．0060　　　　（0．0043）

一〇，0036　　　　（0．0179）

0．5984＊　　　（0．3205）

1．0307林　　　（0．4614）

0，0141　　　　（0．0095）

0．1142　　　　（0．3229）

0．／280　　　　（0．7966）

一〇．1298　　　　（02358）

一〇．0270寧艸　　（ODO90）

一〇，0393零　　　（0．0227）

一〇．4542　　　　（0，5199）

家計固有のショックと家計初期属性の交差項

health　shock
health二、h。。k・landacre

health＿shock零nfe＿perm

health　shock零remit
health：、h。ck・cc．fml

health－shock’head＿age

health　shock承head　sch

health＿shock掌depratio

0．0330　　　　（02352）

0．0109＊癖　　　（0．0051）

一〇．1484　　　　（0．0990）

0ユ932　　　　（02002）

一〇．2822綿＊　　（0，1066）

0．0000　　　　（0．0032）

0．0164　　　　（0，0127）

一〇．0191　　　　（0．2963）

（Yes）

（Yes）

一〇．4132睾ホ　　（0、1686）

0．0139率申　　（0．0069）

0．7181桝　　　（0．3182）

0，6296　　　　（0．4108）

0．0153・　　　（0，0089）

一〇，0246帥寧　　（0．0087）

一〇．0404．　　　（0，0223）

0．0363　　　　（0．0759）

0．0111纏　　　（0，0050）

　　　（0，0834）

一〇．2773纏掌　　（0．1004）

F一統計量（zero　slopes）＃

F一統計量（homogenous　impact）＃
R2

3．80寧艸

2．49纏窄

0．120

4，84電林

5．03寧艸

0．113

定方法などを変えても頑健であった．とりわけ，

鍵となる説明変数である旱越・洪水に関して，

定義を変えた場合の推定結果を表6に示す．表

5での定義に基づく結果を抜粋して左の列，自

然災害として被害の大きいもののみが実質的な

影響を持つ可能性を考慮して，2年度のうち，

より被害が大きかった方を変数として用いた定

式化の結果を中央の列，そして，自然災害とし

ての効果は直近年次に限られる可能性を考慮し，

2002／03農業年度の自然災害ショックに限った

定式化の推定結果が右の列である．

　交差項を入れない場合，3つのショックとも

負の係数を持つが，洪水のみ，統計的に有意で

あることが，頑健に検出された．ただし洪水の

負のインパクトはやや小さくなり，代替（1）で

消費は32％減，（2）で19％減ほどと推計され

た．家計属性との交差項を入れると，農地保有

が自然災害や健康ショックの被害を緩和する効

果が頑健に検出された．信用制約が被害を大き

くする関係についても同様だが，代替（2）の定

式化においては，健康ショックだけでなく早算

に対しても統計的に有意なものとなった．

　家計ごとの消費平準化の違

いの背後にあるメカニズムを

考慮する上で，本稿は，村落

レベルの自然災害の悪影響の

シフターと，家計固有の健康

ショックの悪影響のシフター

との比較に着目した．このア

プローチが有効であるために

は，家計固有の健康ショック

ダミーが，村落レベルの自然

災害と統計的に直交している

必要がある．単相関をとると

係数はほぼゼロで，20％水
準でも統計的に有意でなかっ

た．（1）式から乙X2fろ2を完

全に抜いて推定した結果は，

パラメータあと∂1に関して，

以上で報告したものとほぼ同

じ値となった．したがってこ

の直行条件は満たされている

と考えられる．

　以上とはやや異なった方向

への頑健性チェックとして，

回帰分析でのウェイトを，初

期時点での世帯員数ではなく，

2時点での平均や第2回調査
での世帯員数に変えた再推定

も行ったが，定性的に同じ結果が得られた．

〈ショックに対する食料消費の感応度〉

　村落レベルの早越・洪水の消費への悪影響が

どのように生じているかについて別方向から探

るために，被説明変数における消費を，食料消

費に限って，再推定を行った（表7）．家計タイ

プごとの違いに関しては，総消費の場合とほと

んど定性的に同じ結果となった．

　他方，交差項を入れない二重差分の係数を見

ると，洪水と健康ショックの影響が消費の場合

に比べて大きく変化した．洪水の効果は統計的

に有意でなくなり，健康ショックの効果は有意

に正となったのである．後者は，健康ショック

後に消費が増えていることを意味するため，直

観に合わない．地域別に見ると，プラスの符号

が特にスィンド州で強い．また，洪水被害が消

費変化に対してマイナスだったのはスィンド州

だった（表5）ことと比べると，洪水被害が食料

消費減少につながらないという違いをもたらし

たのもスィンド州ということになる。このこと

と，データのさらなる検討から，次の可能性が
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表6．消費の感応度：村落レベルのショック変数の定義に対する頑健性

デフォルド：過去2年
（2002／03－2003／04農業

　　年度）の平均

代替（1）：過去2年のうち　　代替（2）：直近年
　被害の大きかった値　　（2003／04農業年度）の値

（i）交差項ない定式化

drought

flood

hea｝th　shock

一〇．0081　　　　（0．0655）

一〇．4654榊寧　　（0．1410）

一〇，0878　　　　（0．0605）

一〇，0017　　　　（0．0596）

一〇，3789ホ林　　　（0．0839）

一〇．0890　　　　　（0，0601）

（ii）家。十属性との交差項を入れ，統計的に有意でないものを外した定式化

drought串landacre

drought掌cc－fml

drought掌depratio

noodゆlandacre

且ood傘head＿age

且ood＊head　sch

health　shock串landacre

health　shock寧cc　fm1

0．0139．掌　　　（0．0069）

07181．寧　　　（0．3182）

0．0153纈　　　（0．0089）

一〇．0246掌纏　　　（0．0087）

一〇．04048　　　　（0．0223）

0．0111糠　　　（0．0050）

一〇2773騨零　　（0，1004）

0，0128零承　　　（0，0054）

0．6309紳　　　　（0．2914）

一〇，0281・　　　（0、0159）

0．0102掌　　　（0．0053）

一〇2758榊寧　　（0．！022）

一〇，0963　　　　（0．0605）

一〇．2167躍零　　　（0．1087）

一〇．0799　　　　　（0．0606）

一〇．2358躍　　　（0，1269）

0，5174喀　　　（0．3010）

一〇，0132蔀承　　　（0．0065）

一〇，0485帥察　　（0．0185）

一〇．3188林寧　　（0．1043）

注）推定方法，標本数，省略されている説明変数のリストなどについては表5を参照．村落レベルショックの代替
　変数の平均（標準偏差）は，代替（1）が早魅0．332（〔｝．312），洪水0．119（0．258）；代替（2）が早魅0．306（0．304），洪水OD60

　（0．189），

　ホデフォルトの定式化（i）は表5の（i），定式化（n）は表5の（iv）からの抜粋，

　　　　　　　　　表7．村落レベルのショックに対する食料消費の感応度

被説明変数：dlncf（対数食料消費支出額の差分）

村落レベルショック；デ代替（1）：過去2年のうち
フォルト（過去2年の．平均）　被害の大きかった値

代替（2）：直近年の値

（i）交差項ない定式化

drought

nood

health　shock

0，0192　　　　　（0，0653）

一〇．0089　　　　　（0．1396）

0．1380輝　　　（0，0593）

0．0236　　　　　（0，0601）

一〇ユ064　　　　（0．0856）

0．1309榊　　　（0，0589）

（ii）家計属性との交差項を入れ，統計的に有意でないものを外した定式化

droughビlandacre

drought寧head＿age

且oQd傘larldacre

nood窄head＿age

noodホdepratio

health　shock／andacre

health　shock唯cc　frn1

0．0119・　　　（0．0065）

一〇，0120心隔　　　（0．0043）

0．0200牌　　　（0．0079）

一〇．0270躰率　　　（0．0083）

0．0100紳　　　　（ODO40）

一〇．1936寧　　　（0ユ096）

一〇．0087艸　　　（0，0039）

0．0161艸寧　　　（0．0058）

一〇，O135三一　　　（0．0049）

0，0106．榊　　　（0．0036）

一〇．0134　　　　（0．0619）

0，1287　　　　（0ユ092）

0．1451＊傘　　　（0．0593）

0，0123零騨　　　（0．0047）

一〇．0095艸　　　（0．0041）

0．0134就　　　（0．0055）

一〇，O192寧騨　　　（0．0063）

一〇7853＊　　　（0．4697）

0．0099魑　　　（0，0040）

一〇．1946傘　　　（0．1100）

注）推定方法，標本数，省略されている説明変数のリストなどについては表5を参照．対数食料消費支出額の差分
　（dlncf）の平均（標準偏差）は0、176（0．635）．

浮かび上がってきた17）．

　それは，健康ショックや洪水被害を受けた地

域において，家計は消費の食料・非食料問の配

分ルールを変え，より食料消費を優先する嗜好

に変化している可能性である。病気やけがから

の回復のために栄養価の高い，したがって高価

な食料の支出が増えたということを，表7は示

唆しているという解釈である．平均の消費水準

が低いスィンド州においては，健康ショックは

致命的なので，農村大地主による相互扶助など

のメカニズムを通じてそれが保険され，さらに

は健康ショックからの回復のために，より髄質

の食料が供与されるような制度的対応が存在す

るのではなかろうか．洪水の被害に関しても，

この制度的対応は，消費全体の減少を食い止め

るほど有効ではないが，洪水での体力低下を補

うために高質の食料を供与する程度の効果はあ

るのではなかろうか．

5．結び

　本稿は，パキスタン農村部の家計が，早魎や

洪水が起きた場合にどの程度消費の低下を余儀

なくされているかについて，実証的に検討した．

これらの自然災害は，村落内での相互保険では

十分にカバーしきれない，ローカルな集計的リ

スクという性格を持つ．2時点問の家計消費が，

村落レベルの自然災害2種類およびけが・病気

といった家計固有のショックに対してどう反応

したかを，地域ごと・家計タイプごとに比較し

た結果，さまざまなタイプのショックを和らげ

る効果を農地所有や金融アクセスが持つこと，

3種類の外生ショックに対する消費低下の度合

いがどのように家計タイプで異なるかは，ショ

ックごとに違った様相を見せることなどが判明

した．平均の消費水準が低いスィンド州農村部

の家計において早越や健康ショックに対する保

険の度合いが非常に高いことと，世帯主の教育
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水準・年齢の高い家計の消費が，それらが低い

家計の消費よりも，自然災害ショックに対して

大きく減少することとを合わせると，最低生存

水準の下での生存を保障するようなリスクシェ

アリングを可能にする制度的対応が示唆される．

言い換えると，本稿で明らかになった村落レベ

ルの自然災害に対する家計消費の反応を，信用

市場を通じた異時点問資源配分のメカニズムの

みによって説明することはできず，地域内での

相互保険によるリスクシェアリングの要素を考

慮する必要がある．しかし，この制度的対応が

洪水に対して機能していないことも同時に明ら

かになっており，村落間の運輸・通信を妨げる

ような自然災害のインパクトは，そうでない早

越に比べて深刻であることが判明した．これら

制度的対応の具体的中身については，農村の大

地主を中核とした相互扶助制度や，労働移動な

どが考えられ，るが，その詳細な検討については

三雲を期したい．また，早魅・洪水や健康ショ

ックは人的資本への悪影響を通じて長期的な被

害を家計にもたらす可能性もある．この側面の

検討も残された課題である．

　本稿の実証結果から，2010年パキスタン大

洪水のインパクトについてどのような示唆が得

られるであろうか．推定パラメータの大きさを

見ると，洪水による消費低下は20から40％と

いう深刻なものとなる．しかもこのパラメータ

は，村落レベルのショック，すなわち全パキス

タンレベルの洪水でない軽度の洪水に対応した

ものだから，今回のような全国規模の洪水被害

を考察する上では明らかに過小推定となる．全

国規模の洪水は，運輸・通信ネットワークを破

壊するため，村落問・地域間のリスクシェアリ

ングをより困難にする．本稿の分析結果におけ

る忌地と洪水のインパクトの差は，運輸・通信

ネットワークの破壊が消費変動を大きくする可

能性を示唆している．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　＊　本研究は，科学研究費補助金基盤研究（S）
（22223003）の支援を受けた，また本稿の作成に当たっ

ては，「家計の脆弱性と復元力」研究会の出席者各位，

とりわけ島村靖治氏から有益なコメントを得たことに

感謝する．

　1）　パキスタンの年度は，7月1日から翌年の6月

30目である．

　2）　両州で調査された県（district）の総数は10（母数

は57県），標本村数は94である．

　3）18歳以上の男女にウェイト1，18歳未満の男

女に08というウェイトを与えた換算単位である．

　4）　パキスタンの公式貧困線は，いわゆる1PPP＄／

day（2005年価格での1．25　PPP＄／day）に近い水準であ

る．政府発表の公式貧困線をPRHSの各ラウンドに
対応させるための物価調整方法については，Kurosa－
ki（2009）を参照．

　5）　パンジャーブ州を南北に二分する行政区分は存

在しない．本稿では便宜的にPRHS調査対象の6県
を，Attock，　Faisalabad，　Hafizabad県からなる「パ

ンジャーブ州北部」と，Bahawalpur，　Muzaffargarh，

Vehari県から「パンジャーブ州南部」に分けた．ス

ィンド州に含まれるのはBadin，　Larkana，　Mirpur

Khas，　Nawabshahの4県である．

　6）　途上国における家計レベルの貧困推移に関する

研究展望は，黒崎（2009，ch．5）を参照．

　7）　各期における早越被害と病虫害変数の間の相関

係数は0．363から0741で，すべて1％水準で有意だ
ったのに対し，洪水と旱魅の被害の間の相関係数は

一〇，199から一〇，015で，すべて5％水準で有意でなか

った．

　8）　例えば表5の回帰分析で用いる旱魅と洪水被害

の分散のうち，3地域のダミーで説明される部分の比

率はそれぞれ17．3％，21．3％にすぎず，残りは地域

内・村落問の分散であった．

　9）　第1の差分が時系列方向，第2の差分が自然災

害で分けた地域間の差異である．

　10）　第3の差分が村落内の家計問の差異，そして

第4の差分が村落レベルショックの係数と家計固有シ

ョックの係数との差異である．

　11）　いくつかのモデルの必要条件が重なっており，

精度の高い所得データがあればそれらをさらに識別す

ることが可能となるが，PRHSパネルの所得データは
不十分なため，その識別は試みない．

　12）農地所有と教育に関しては，ゼロとそうでな

いサンプルを分けるダミー変数など別の定義による定

式化も試したが，定性的に本稿で報告するものと同じ

推定結果となった．

　13）　まず定式化（iii）から15％水準で統計的に有意

でなかった交差項を外して再推定し，そこから10％

水準で有意でなかった交差項を外して再・再推定した
結果が定式化（iv）である．

　14）　ただしパキスタン農村において土地の売買は

盛んでない．したがって農地所有が家計の消費平準化

能力を高めるのは，農地を担保としたフォーマル，イ

ンフォーマル両方の信用利用や，農家相互の扶助を通

じてであると判断できる．パキスタン農村における土

地市場についてはHirashima（2008）を参照．

　15）　ただ　しShimamura　and　Lastarri－Cornhiel

（2010）が見出したショック緩和効果は，信用アクセス

そのものに拠るものではなく，制度金融が収入を向上

させ，その結果，流動性の高い資産の蓄積が進んだこ

とが家計のショック対応能力を高めたという間接経路

に拠るものである．パキスタンの事例で両者を識別す

ることは今後の課題としたい，

　16）　Morten（2010）は，インドのICRISATパネル

データを用いて，パネル家計に生じた集計的所得ショ

ック，家計個別所得ショックのそれぞれに村外からの
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出稼ぎ送金がどう反応するかを分析した．その実証分

析結果は，集計的ショックにより所得が減少すると顕

著に送金が増えること，すなわち集計的ショックの悪

影響を送金が緩和することを示している．

　　17）他の可能性として，食料消費の計算における

自家生産食糧消費分の帰属計算が影響したことが考え

られる（とりわけ洪水の場合，ローカルな価格騰貴が

食料支出を見せかけ的に大きくした可能性がある）．

そこで，自家生産食糧の帰属計算価格を，村の平均価

格でなく3地域の．平均価格で置き換えた再推定や，食

料自給比率の低いサブサンプルのみを用いた再推定を

行ったが，定性的に表7と同じ結果となった．
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